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１ 基本的な考え方 
  この指針は、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第７

条に基づき定めるものとし、農業委員の改選期である３年ごとに検証・見直

しを行う。 
  また、単年度の具体的な活動については、「農業委員会による最適化活動

の推進等について」（令和４年２月２日付け３経営第２５８４号農林水産省

経営局通知）、令和４年２月２５日付け３経営第２８１６号農林水産省経営

局農地政策課長通知）に基づく「最適化活動の目標の設定等」のとおりとす

る。 

   
２ 遊休農地の発生防止・解消について                               

 （１）目標 
   ・ 遊休農地率１％以下を維持。 
 （２）方法 
   ・ 利用状況調査と農業委員の日々の活動により農地利用状況を把握し、 

地権者等に対し、適切な指導等を行う。 
（３）評価 

   ・ 遊休農地の割合により評価する。 

     単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等に

ついて」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その

他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 

 
３ 担い手への農地利用集積について 
 （１）目標 
   ・ 集積率８５％以上を維持。 
 （２）方法 
    ・ 「地域計画」の作成と見直しに主体的に取り組む。 
   ・ 農業委員の日常活動等により農地利用集積の推進を図る。 

・  本別町、本別町農業協同組合、農地中間管理機構等の関係機関と連携  
し、担い手農家等の意向把握に努める。 

（３）評価 
   ・ 農地の集積率により評価する。 

     単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等に



ついて」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その

他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 

 
４ 新規参入の促進について                               

 （１）目標 
   ・ ３年度につき１経営体。 
 （２）方法 
   ・ 本別町農業担い手育成センターを構成する関係機関と連携し、新規 
    参入希望者の情報把握等に努めるとともに、当該希望者への農地利用 
    集積の推進を図る。  

（３）評価 
   ・ 新規参入者（個人・法人）の数により評価する。 

     単年度の評価については、「農業委員会による最適化活動の推進等に

ついて」に基づく「農業委員会の農地利用の最適化の推進の状況その

他事務の実施状況の公表」のとおりとする。 


